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対策評価指標名 単位 2013
2016

(2015)
2020 2030

エネルギー起源二酸化炭素

産業部門

1.低炭素社会実行計画の着実な実施と評価・
検証

産業界の自主的取組として、業種毎の「低炭素社会実行
計画」において、2020年/2030年の目標を策定し、地球温
暖化対策に取り組んでいる。
現在、41の経済産業省所管業種が2020年目標及び2030
年目標を策定しているが、左記のとおり、2016年度実績に
おいて2020年/2030年の目標を上回る実績をあげている
業種も多く、目標達成に向けて前進しており、着実な取組
が進められている。今後も目標見直しの実施等を通じて、
PDCAサイクルの推進を図っていく。
業界や部門の枠組みを超えた主体間連携による削減貢
献、優れた製品や技術、素材、サービスの普及等を通じた
国際貢献、革新的技術の開発や普及による削減貢献と
いった各業種の取組について定量化することにより、削減
貢献の可視化が進められている。
政府としては、透明性、信頼性、目標達成の蓋然性の向上
の観点から、審議会等による厳格な評価・検証を毎年実施
していく。
※詳細は資料４－２（別添）を参照

平均APF/COP
（電気系）

4.8 5.0 5.5 6.4 B.見込み通り

平均APF/COP
（燃料系）

1.5 1.6 1.6 1.9 B.見込み通り

②産業HP
累積導入設備容

量（千kW）
11.0 88.1 277.0 1,673.0

C.見込みを下回ってい
る

③産業用照明
累積導入台数

（億台）
0.2 0.5 0.6 1.1

A.見込みを上回ってい
る

④低炭素工業炉
累積導入基数

（千基）
9.4 10.9 13.6 16.9

C.見込みを下回ってい
る

⑤産業用モーター
累積導入台数

（万台）
1.6 165.9 1,151.0 3,116.0

C.見込みを下回ってい
る

⑥高性能ボイラー
累積導入台数

（百台）
280.0 432.1 591.0 957.0 B.見込み通り

⑦コジェネレーション
累積導入容量

(万kW)
1,004.0 1,050.0 1,134.0 1,320.0

C.見込みを下回ってい
る

2016年度の対策・施策の進捗状況について
（経済産業省分）（概要版）

対策・施策の名称

対策評価指標 実績 見込み
対策評価指標の進捗

状況
対策・施策の進捗状況に関する評価

対策評価指標の実績は全ての設備・機器等において増加
傾向にある。これは、省エネ法のトップランナー制度等によ
り各設備のエネルギー消費効率の向上が促進されたこと
や、高効率設備・機器等の導入支援を行った結果、高効率
設備・機器等への入替が促進されたことが要因である。し
かし、一定の進捗は認められる一方で、機器により進捗に
差異があるため、目標達成に向けては更なる取組が必
要。引き続き省エネ法による規制措置と補助金や税による
支援措置の両輪で、事業者に高効率設備・機器等の設備
投資を促し、導入を図っていく。

2.省エネルギー性能の高い設備・機器等の導
入促進（業種横断）

［2030年度の削減見込量］
①89万トン
②135万トン
③430万トン
④3,093万トン
⑤661万トン
⑥468万トン
⑦1,020万トン

①高効率空調

＜2016年度実績：経済産業省所管業種 合計：①41業種、②41業種＞
・2016年度実績が目標水準を上回る：                             　　　　　　　　　　　 ①30業種 （73％）、②21業種 （51％）
・2016年度実績が目標水準を下回るが基準年度比／ＢＡＵ目標比で削減：　 ①11業種 （27％）、②20業種 （49％）

※①：2020年目標関係、②：2030年目標関係

資料４－２
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対策評価指標名 単位 2013
2016

(2015)
2020 2030

対策・施策の名称

対策評価指標 実績 見込み
対策評価指標の進捗

状況
対策・施策の進捗状況に関する評価

①電力需要設備効率の改善（電
力消費量）

kWh/t-steel 626.0 637.0 610.0 602.0 B.見込み通り

②廃プラスチックの製鉄所でのケ
ミカルリサイクルの拡大（廃プラ
処理量）

万t 40.0 45.0 － 100.0
C.見込みを下回ってい

る

③次世代コークス製造技術の導
入（技術導入した設備数）

基 2.0 2.0 2.0 9.0 B.見込み通り

④発電効率の改善
（普及率）（共同火力）

％ 20.0 28.0 28.0 84.0 B.見込み通り

⑤発電効率の改善
（普及率）（自家発電）

％ 29.0 41.0 59.0 82.0 B.見込み通り

⑥省エネ設備の増強（TRT普及
率）

％ 91.0 90.0 97.0 100.0 B.見込み通り

⑦省エネ設備の増強（CDQ普及
率）

％ 83.0 83.0 92.0 100.0 B.見込み通り

⑧省エネ設備の増強（蒸気回収） ％ 67.0 68.0 87.0 100.0 B.見込み通り

⑨革新的製銑プロセス（フェロ
コークス）の導入（導入設備数）

基 0.0 0.0 － 5.0 B.見込み通り

⑩環境調和型製鉄プロセスの導
入（導入設備数）

基 0.0 0.0 － 1.0 B.見込み通り

①石油化学の省エネプロセス技
術の導入（BPTの導入量）

万t-CO2 － 8.2 19.2 19.2 B.見込み通り

②その他化学製品の省エネプロ
セス技術の導入（BPTの導入量）

万t-CO2 － 28.1 85.1 161.2 B.見込み通り

③膜による上流プロセスの省エ
ネルギー化技術の導入（導入率）

％ － 0.0 0.06 4.0 B.見込み通り

④二酸化炭素原料化技術の導
入（導入数）

基 － 0.0 － 1.0 B.見込み通り

⑤非可食性植物由来原料による
化学品製造技術の導入（導入
数）

基 － 0.0 － 1.0 B.見込み通り

⑥微生物触媒による創電型排水
処理技術の導入（導入率）

％ － 0.0 － 10.0 B.見込み通り

⑦密閉型植物工場の導入（導入
率）

％ － 0.0 10.0 20.0 B.見込み通り

⑧プラスチックのリサイクルフ
レーク利用（導入率）

％ － 0.0 4.0 18.0 B.見込み通り

3.省エネルギー性能の高い設備・機器等の導
入促進（鉄鋼業）

［2030年度の削減見込量］
①65万トン
②212万トン
③130万トン
④66万トン
⑤44万トン
⑥⑦122万トン
⑧82万トン
⑨11万トン

※TRT：高炉炉頂圧の圧力回復発電
※CDQ：コークス炉における顕熱回収

外部的な要因（利用可能な廃プラスチックの量の縮小）な
どにより、進捗状況が見込みを下回った対策（②）も見られ
るが、ほとんどの対策の進捗状況については概ね見込み
通りと評価されている。
本対策の取組は低炭素社会実行計画の中で位置付けら
れており、当該計画の審議会での評価・検証を通じて目標
達成に向けて引き続き取組を進めていく。
なお、一部の対策（⑧、⑨）については、現在、実用化に向
けた研究開発段階にあるため、2016年度における実績は
ないものの、技術開発支援などにより、目標達成に向けて
着実に取り組みを進めている。

①及び②の対策は低炭素社会実行計画の中で位置付け
られており、当該計画の審議会での評価・検証や工場・事
業場等における高効率設備・システムへの入替え支援等
を通じて対策が進捗している。引き続き目標達成に向けて
これらの取組を進めていく。
なお、一部の対策（③～⑧）については、現在、実用化に向
けた研究開発段階にあるため、2016年度における実績は
ないものの、技術開発支援や技術評価の実施などにより、
目標達成に向けて着実に取り組みを進めている。

4.省エネルギー性能の高い設備・機器等の導
入促進（化学工業）

［2030年度の削減見込量］
①19.2万トン
②161万トン
③34万トン
④80万トン
⑤14万トン
⑥6万トン
⑦22万トン
⑧6万トン
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対策評価指標名 単位 2013
2016

(2015)
2020 2030

対策・施策の名称

対策評価指標 実績 見込み
対策評価指標の進捗

状況
対策・施策の進捗状況に関する評価

①従来型省エネ技術（エネル
ギー原単位削減量）

MJ/t-cem 1.0 5.0 6.0 14.0 B.見込み通り

②熱エネルギー代替廃棄物利用
技術（熱エネルギー代替物使用
量）

万t 3.9 16.1 － 2.0
A.見込みを上回ってい

る

③セメント製造プロセス低温焼成
関連技術（低温焼成クリンカ生産
量）

％ 0.0 0.0 3.8 73.1 B.見込み通り

④ガラス溶融プロセス技術（技術
導入割合）

％ 0.0 0.0 0.8 5.4 B.見込み通り

①高効率古紙パルプ製造技術の
導入（普及率）

％ 12.0 18.0 40.0 40.0
C.見込みを下回ってい

る

②高温高圧型黒液回収ボイラー
の導入（普及率）

％ 49.0 49.0 56.0 69.0
C.見込みを下回ってい

る

ハイブリッド建機の導入台数 万台 0.2 0.6 1.4 4.7 B.見込み通り

（参考：上位ケース）燃費性能の優れた建設機械等の普及率又は普及台数

油圧ショベル ％ － － 84.0 96.0 －

ホイールローダ ％ － － 72.0 88.0 －

ブルドーザ ％ － － 28.0 46.0 －

FCFL 台 － － 500.0 2,500.0 －

8.FEMSを利用した徹底的なエネルギー管理の
実施

［2030年度の削減見込量］
230万トン

FEMSのカバー率 ％ 5.0 6.5 12.0 23.0
C.見込みを下回ってい

る

省エネ法告示に基づき、工場におけるエネルギー管理の
徹底を求めるとともに、補助金等によってFEMSの導入支
援を行った結果、FEMSの導入とエネルギー管理が促進さ
れたことにより、対策・施策に一定の進捗は認められるも
のの、進捗状況は見込みを下回っていると評価されること
から、2030年度の目標達成に向けては更なる取組が必
要。引き続き省エネ法による規制措置と補助金による支援
措置の両輪で、事業者にFEMSの設備投資を促し、FEMS
を利用した徹底的なエネルギー管理を図っていく。

5.省エネルギー性能の高い設備・機器等の導
入促進（窯業・土石製品製造業）

［2030年度の削減見込量］
①6万トン
②4万トン
③41万トン
④13万トン

①及び②の対策は低炭素社会実行計画の中で位置付け
られており、当該計画の審議会での評価・検証や省エネ設
備の導入支援等を通じて対策が進捗している。
特に②は、廃棄物市場は不確定要素が多く、見通しが困
難な状況であるものの、2016年度は、市場から多くの廃棄
物を受け入れることができたため、前年を上回る実績をあ
げた。
また、一部の対策（③、④）については、現在、実用化に向
けた研究開発段階にあるため、2016年度の実績はないも
のの、技術開発支援や検討会の実施等により、目標達成
に向けて着実に取り組みを進めている。

設備更新サイクル等の関係で現時点では導入に遅れが見
られるものの、目標達成に向けて、引き続き、工場・事業場
等における高効率設備・システムへの入替え支援等により
設備更新の際の高効率設備・機器への入替えを促進す
る。
また、本対策の取組は低炭素社会実行計画の中で位置付
けられており、当該計画の審議会での評価・検証を通じて
目標達成に向けて引き続き取組を進めていく。

7.省エネルギー性能の高い設備・機器等の導
入促進（建設施工・特殊自動車分野）

［2030年度の削減見込量］
44万トン
（上位ケース：80万トン）

目標達成に向けて対策が進捗していると評価される。
低炭素型建設機械への低利融資や導入支援等による対
策効果が現れており、目標達成に向けて引き続き取組を
進めていく。
なお、上位ケースについては、建設機械動向調査を用いて
算出しており、現時点の最新の建設機械動向調査の公表
は2013年度であり、2016年度実績値については示すこと
が出来ない。

6.省エネルギー性能の高い設備・機器等の導
入促進（パルプ・紙・紙加工品製造業）

［2030年度の削減見込量］
①10万トン
②16万トン
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対策評価指標名 単位 2013
2016

(2015)
2020 2030

対策・施策の名称

対策評価指標 実績 見込み
対策評価指標の進捗

状況
対策・施策の進捗状況に関する評価

9.業種間連携省エネの取組推進

［2030年度の削減見込量］
37万トン

省エネ量 万kL － 2.8 4.0 10.0
A.見込みを上回ってい

る

目標達成に向けて、見込みを上回って対策が進捗している
と評価される。これは2015年度より、補助金により複数の
既設の工場間における一体的な省エネルギー事業を支援
した結果、複数事業者間の連携による省エネ取組が進ん
だことが要因である。
しかし、対策・施策に一定の進捗は認められる一方で、目
標達成に向けては更なる取組が必要。引き続き補助金に
よる支援措置等によって、業種間連携省エネの取組を促し
ていく。

業務その他部門

（再掲）低炭素社会実行計画の着実な実施と
評価・検証

－ － － － － － －

①新築建築物（床面積2000㎡以
上）における省エネ適合率

％ 93.0
97.0

(2015)
100.0 100.0 B.見込み通り

②省エネ基準を満たす建築物ス
トックの割合

％ 23.0
25.0

(2015)
－ 39.0 B.見込み通り

①HP給湯器の累積導入台数 万台 2.9 3.8 5.0 14.0 B.見込み通り

②潜熱回収型給湯器の累積導
入台数

万台 15.0 23.5 81.0 110.0 B.見込み通り

③高効率照明の導入（累積導入
台数）

億台 0.5 1.3 1.8 3.2
A.見込みを上回ってい

る

④冷媒管理技術の導入（適切な
管理技術の普及率）

％ 51.0 72.0 100.0 100.0 B.見込み通り

12.トップランナー制度等による機器の省エネ性
能向上

［2030年度の削減見込量］
1,706万トン

省エネ量 万kL 8.0 32.8 92.0 278.4
C.見込みを下回ってい

る

省エネ法のトップランナー制度等により各機器のエネル
ギー消費効率の向上が促進されたことや、補助金等によっ
て高効率機器の導入支援を行った結果、高効率機器への
入替が促進されたことから、対策・施策に一定の進捗は認
められる一方で、見込みを下回っていると評価されること
から、目標達成に向けては更なる取組が必要。引き続き省
エネ法による規制措置と補助金による支援措置の両輪で、
トップランナー制度等による機器の省エネ性能向上とその
普及を促進していく。

目標達成に向けて、順調に推移していると評価される。
ネット・ゼロ・エネルギー・ビル（ZEB）の構成要素となる高
性能建材や高性能設備機器等の導入支援や、既築の建
築物の改修に対する一定の省エネ性能を満たす高性能な
断熱材や窓等の高性能建材の導入支援を通じて建築物
の省エネ化を推進した。引き続き、これらの支援を通じて取
組の推進を図る。

※新築建築物（床面積2,000㎡以上）における省エネ基準
適合率の推計（報告内容の処理等）に時間を要するため、
現時点で2016年度実績値を示すことはできない。把握可
能時期は2018年中を予定。

11.高効率な省エネルギー機器の普及（業務そ
の他部門）

［2030年度の削減見込量］
①②155万トン
③991万トン
④2.4万トン

目標達成に向けて見込み通りに対策が進捗していると評
価される。これは、省エネ法のトップランナー制度等により
各機器のエネルギー消費効率の向上が促進されたこと
や、補助金等によって高効率機器の導入支援を行った結
果、高効率機器への入替が促進されたことが要因である。
しかし、一定の進捗は認められるものの、目標達成に向け
ては更なる取組が必要。引き続き省エネ法による規制措置
と補助金による支援措置の両輪で、事業者に高効率機器
への設備投資を促し、導入を図っていく。

10.建築物の省エネ化

［2030年度の削減見込量］
①1,035万トン
②122万トン
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対策評価指標名 単位 2013
2016

(2015)
2020 2030

対策・施策の名称

対策評価指標 実績 見込み
対策評価指標の進捗

状況
対策・施策の進捗状況に関する評価

13.BEMSの活用、省エネ診断等による業務部
門における徹底的なエネルギー管理の実施

［2030年度の削減見込量］
1,005万トン

BEMS普及率 ％ 8.0 12.3 24.0 47.0
C.見込みを下回ってい

る

省エネ告示に基づき、事務所・ビルにおけるエネルギー管
理の徹底を求めるとともに、補助金や建築物のゼロ・エネ
ルギー化（ZEB化）の実証支援事業においてBEMSの導入
支援を行った結果、BEMSの導入によるエネルギー管理が
促進されたことにより、対策・施策に一定の進捗は認めら
れるものの、進捗は見込みを下回っていると評価されるこ
とから、目標達成に向けては更なる取組が必要。引き続き
省エネ法による規制措置と補助金による支援措置の両輪
で、事業者にBEMSへの設備投資を促し、BEMSを利用した
徹底的なエネルギー管理を図っていく。

14.エネルギーの面的利用の拡大

［2030年度の削減見込量］
16.4万トン

省エネ量 万kL － － 3.5 7.8 D.その他

再エネ熱源等の一体利用のためのシステム構築や面的な
エネルギー利用を行う地産地消型のエネルギーシステム
の構築支援などにより、エネルギーの面的利用の拡大を
推進した。目標達成に向けて引き続き着実に対策に取り組
む。

家庭部門

①新築住宅の省エネ基準適合率 ％ 52.0
46.0

(2015)
100.0 100.0

C.見込みを下回ってい
る

②省エネ基準を満たす住宅ストッ
クの割合

％ 6.0
8

(2015)
－ 30.0 B.見込み通り

①HP給湯器の累積導入台数 万台 422.0 546.7 720.0 1400.0 B.見込み通り

②潜熱回収型給湯器の累積導
入台数

万台 448.0 735.2 1800.0 2700.0 B.見込み通り

③燃料電池の累積導入台数 万台 7.2 19.5 140.0 530.0 B.見込み通り

中小工務店におけるネット・ゼロ・エネルギー・ハウス
（ZEH）の取組や住宅のゼロエネ化に資する住宅システム
の導入支援によりZEHの導入支援を推進するとともに、一
定の省エネ性能を満たす高性能な断熱材や窓等の導入に
よる既築住宅の改修支援を推進した。引き続き、これらの
支援を通じて取組の推進を図る。

※新築住宅における省エネ基準適合率の推計（報告内容
の処理等）に時間を要するため、現時点で2016年度実績
値を示すことはできない。把握可能時期は2018年中を予
定。

16.高効率な省エネルギー機器の普及（家庭部
門）【高効率機器の導入】

［2030年度の削減見込量］
①②③617万トン
④907万トン

目標達成に向けて見込み通り対策が進捗していると評価
される。これは、省エネ法のトップランナー制度等により各
機器のエネルギー消費効率の向上が促進されたことや、
住宅のゼロ・エネルギー化（ZEH化）の普及支援等に際して
高効率機器（高効率給湯設備・高効率照明等）の導入支援
を行った結果、高効率機器への入替が促進されたことが要
因である。
しかし、一定の進捗は認められる一方で、目標達成に向け
ては更なる取組が必要。引き続き省エネ法による規制措置
と補助金による支援措置の両輪で、高効率機器の導入を
促進していく。

15.住宅の省エネ化

［2030年度の削減見込量］
①872万トン
②119万トン
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対策評価指標名 単位 2013
2016

(2015)
2020 2030

対策・施策の名称

対策評価指標 実績 見込み
対策評価指標の進捗

状況
対策・施策の進捗状況に関する評価

④高効率照明の導入（累積導入
台数）

億台 0.6 1.9 2.4 4.4
A.見込みを上回ってい

る

17.トップランナー制度等による機器の省エネ性
能向上

［2030年度の削減見込量］
483万トン

省エネ量 万kL 2.5 13.0 56.1 133.5
C.見込みを下回ってい

る

省エネ法のトップランナー制度等により各機器のエネル
ギー消費効率の向上が促進されたことや、補助金等によっ
て高効率機器の導入支援を行った結果、高効率機器への
入替が促進されたことが要因である。しかし対策・施策に
一定の進捗は認められる一方で、見込みを下回っていると
評価されることから、目標達成に向けては更なる取組が必
要。引き続き省エネ法による規制措置と補助金による支援
措置の両輪で、トップランナー制度等による機器の省エネ
性能向上とその普及を促進していく。

18.HEMS・スマートメーターを利用した徹底的な
エネルギー管理の実施

［2030年度の削減量］
710万トン

HEMS導入世帯数 万世帯 21.0 37.7 984.0 5468.0
C.見込みを下回ってい

る

住宅のゼロ・エネルギー化（ZEH化）の普及支援に際して
HEMSの導入を要件とした結果、ZEHの普及とともに、
HEMSの導入による住宅のエネルギー管理が促進されたこ
とが要因である。しかし対策・施策に一定の進捗は認めら
れる一方で、見込みを下回っていると評価されることから、
目標達成に向けては更なる取組が必要。引き続き、住宅
のZEH化に向けた取組を進めることによって、家庭におけ
るHEMSを利用した徹底的なエネルギー管理による省エネ
を促進していく。

運輸部門

①新車販売台数に占める次世代
自動車の割合

％ 23.2
27.8

(2015)
20～50 50～70 B.見込み通り

②平均保有燃費 km/L 14.6
15.7

(2015)
18.5 24.8 B.見込み通り

20.道路交通流対策【自動走行の推進】

［2030年度の削減見込量］
178万トン

ACC/CACC普及率 ％ 1.3 4.0 13.0 70.0 B.見込み通り

目標達成に向けて見込み通り対策が進捗していると評価
される。
研究開発や実証事業の実施により、自動走行に必要な要
素技術の向上及び社会実装に向けた環境整備等の取組
を実施。引き続き目標達成に向けて着実に取組を進める。

エネルギー転換部門

（再掲）低炭素社会実行計画の着実な実施と
評価・検証

－ － － － － － －

16.高効率な省エネルギー機器の普及（家庭部
門）【高効率機器の導入】

［2030年度の削減見込量］
①②③617万トン
④907万トン

目標達成に向けて見込み通り対策が進捗していると評価
される。これは、省エネ法のトップランナー制度等により各
機器のエネルギー消費効率の向上が促進されたことや、
住宅のゼロ・エネルギー化（ZEH化）の普及支援等に際して
高効率機器（高効率給湯設備・高効率照明等）の導入支援
を行った結果、高効率機器への入替が促進されたことが要
因である。
しかし、一定の進捗は認められる一方で、目標達成に向け
ては更なる取組が必要。引き続き省エネ法による規制措置
と補助金による支援措置の両輪で、高効率機器の導入を
促進していく。

目標達成に向けて見込み通り対策が進捗していると評価
される。
今後も次世代自動車の導入支援や税制優遇措置、トップ
ランナー基準等による燃費の改善により、目標達成に向け
て着実に取組を進める。

19.次世代自動車の普及、燃費改善等

［2030年度の削減見込量］
2,379万トン



7

対策評価指標名 単位 2013
2016

(2015)
2020 2030

対策・施策の名称

対策評価指標 実績 見込み
対策評価指標の進捗

状況
対策・施策の進捗状況に関する評価

①再生可能エネルギー電気の利
用拡大（発電電力量）

億kWh 1,165.0 1,604.0 － 2,366～2,515 B.見込み通り

②再生可能エネルギー熱の利用
拡大（熱供給量）

原油換算万kL 1,104.0 1,159.0 － 1,341.0
C.見込みを下回ってい

る

（再掲）エネルギーの面的利用の拡大 － － － － － － －

①BAT活用によるCO2削減量 万t-CO2 － 620.0 700.0 1,100.0 B.見込み通り

②電力業界のCO2排出係数 kg-CO2/kWh 0.57 0.52 － 0.37 B.見込み通り

23.省エネルギー性能の高い設備・機器等の導
入促進（石油製品製造業）

［2030年度の削減見込量］
208万トン

熱の有効利用の推進、高度制
御・高効率機器の導入、動力系
の効率改善、プロセスの大規模
な改良・高度化（導入・普及見通
し）

％ 30.4 52.6 53.0 100.0
A.見込みを上回ってい

る

目標達成に向けて、見込みを上回って対策が進捗している
と評価される。
本対策の取組は低炭素社会実行計画の中で位置付けら
れており、当該計画の審議会での評価・検証を通じて目標
達成に向けて引き続き取組を進めていく。

22.電力分野の二酸化炭素排出原単位の低減

［2030年度の削減見込量］
①1,100万トン
②18,800万トン

目標達成に向けて見込み通り対策が進捗していると評価
できる。
引き続き、固定価格買取制度（FIT)による再生可能エネル
ギーの導入拡大、高効率火力の導入促進、安全性の確認
された原子力発電所の活用等を進める。
また、IGFC（石炭ガス化燃料電池複合発電）や高効率ガス
タービンの技術等、火力発電の高効率化に関する技術開
発等にも引き続き取り組む。

21.再生可能エネルギーの最大限の導入

［2030年度の削減見込量］
①15,616～16,599万トン
②3,618万トン

再生可能エネルギー電気の導入量は、2012年7月の固定
価格買取制度（FIT）導入以降大きく増加しており、目標達
成に向けて進捗していると評価されている。
再生可能エネルギー熱については、2014年度、2015年度、
2016年度における対策評価指標である熱供給量及び排出
削減量については概ね横ばいとなっており、今後も取り組
みの継続が必要と評価されている。
引き続き、FITの運用、再エネ熱利用設備の導入支援や低
コスト化に向けた技術開発、工場排熱を有効利用する設備
の導入支援等を通じて対策を促進していく。
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対策評価指標名 単位 2013
2016

(2015)
2020 2030

対策・施策の名称

対策評価指標 実績 見込み
対策評価指標の進捗

状況
対策・施策の進捗状況に関する評価

非エネルギー起源二酸化炭素

24.混合セメントの利用拡大

［2030年度の削減見込量］
38.8万トン

セメント生産量に占める混合セメ
ントの割合
（混合セメント生産量／全セメント
生産量）

％ 22.1 19.0 22.5 25.7
C.見込みを下回ってい

る

混合セメントは、通常のポルトランドセメントと比べて初期
強度の発現が遅いため、我が国では橋梁、ダム、港湾等
の早期強度を要しない公共工事（官需）が主な用途であ
る。2016年度は、官需の落ち込みにより、基準年度に比べ
て低下したと考えられる。
目標達成に向けて、引き続き、グリーン購入法による公共
利用の促進と、都市の低炭素化の促進に関する法律やJク
レジット制度等を通じた民間利用の拡大を図り、混合セメン
トの利用拡大に取り組む。

代替フロン等４ガス（ＨＦＣｓ、ＰＦＣｓ、ＳＦ６、ＮＦ３）

①ノンフロン・低GWP型指定製品
の導入・普及率

％ 7.0 50.0 85.0 100.0 B.見込み通り

②自然冷媒機器累積導入数 百件 0.0 15.6 31.0 76.0 B.見込み通り

③7.5kW以上機器の使用時漏洩
率低減率

％ － － 27.0 83.0 D.その他

④7.5kW未満機器（別置型SC)の
使用時漏洩率低減率

％ － － 16.0 50.0 D.その他

⑤7.5kW未満機器（別置型SC以
外）の使用時漏洩率低減率

％ － － 3.0 10.0 D.その他

⑥廃棄時等のHFCの回収率 ％ 34.0 39.0 50.0 70.0
C.見込みを下回ってい

る

⑦目標達成団体数 ％ 100.0 100.0 100.0 100.0 B.見込み通り

分野横断的な施策

目標達成のための分野横断的な施策

26.J-クレジット制度の推進

［2030年度の削減見込量］
651万トン

J-クレジット創出量 万t-CO2 3.0 242.0 645.0 1300.0
A.見込みを上回ってい

る

対策評価指標は昨年度と比較して大幅に上昇、現在まで
に登録されたプロジェクト及び今後見込まれるプロジェクト
により、当初の2020年度目標（321万t-CO2）、2030年度目
標（651 t-CO2）を上回ることが見込まれる。
2016年度は172件のプロジェクトを新たに登録するととも
に、139万t-CO2のクレジットを発行した。
今回のフォローアップより、2020年度、2030年度目標の上
方修正を行った。
・2020年度：　321万t-CO2　→　645万t-CO2
・2030年度：　651万t-CO2　→　1300万t-CO2
引き続き、目標達成に向けてJクレジット制度の着実な運用
と需要喚起のための取組を進める。

25.代替フロン等４ガス（HFC、PFC、SF６、NF
３）

［2030年度の削減見込量］
①②1,120万トン
③④⑤2,010万トン
⑥1,570万トン
⑦122万トン

着実に進捗していると評価される対策（①、②、⑦）がある
一方で、見込みを下回っていると評価される対策（⑥）も見
られた。
①、②については、省エネ型自然冷媒機器の導入支援や
産業界の自主行動計画による評価・検証を通じて取組の
推進が図られた。
⑥については、産業構造審議会フロン類等対策WGと中央
環境審議会フロン類等対策小委員会の合同会議において
廃棄時回収率の向上対策を始めとするフロン類対策の
フォローアップを進めているところであり、この検討を踏ま
えて、必要な対策を講じ、廃棄時回収率の向上を図ってい
く。
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対策評価指標名 単位 2013
2016

(2015)
2020 2030

対策・施策の名称

対策評価指標 実績 見込み
対策評価指標の進捗

状況
対策・施策の進捗状況に関する評価

27.需要家側エネルギーリソースの有効活用に
よる革新的エネルギーマネジメントシステムの
構築

－ － － － － － －

2015年度から2016年度にかけて、より高度なネガワット取
引の実証事業を実施、こうした実証の知見等を踏まえ、
2016年度に取引ルールなどの制度整備を実施。2017年4
月に、ネガワット取引市場を創設。
また、2016年1月から、需要家側エネルギーリソースを活用
した新たなエネルギービジネス（エネルギーリソースアグリ
ゲーションビジネス（バーチャルパワープラント（※）など））
の創出に向けた課題を議論する検討会を開催。2016年度
からは技術実証を開始するなど、引き続き着実に対策に取
り組む。

（※）蓄電池や再生可能エネルギー発電設備など、分散し
て存在するエネルギーリソースを遠隔・統合制御し、あたか
も一つの発電所のように機能させることで、需給調整に活
用する取組。

（再掲）エネルギーの面的利用の拡大 － － － － － － －

その他の関連する分野横断的な施策

28.水素社会の実現 － － － － － － －

定置用燃料電池（エネファーム等）、FCV、水素ステーショ
ンについて、低コスト化に向けた技術開発や導入支援を着
実に推進（※）。
また、水素利用の更なる拡大に向けて、水素発電や大規
模水素サプライチェーン構築に向けた技術実証等にも取り
組んだ。
引き続きこうした取組を着実に進め、水素社会の実現を目
指す。
（※）
・エネファーム：約19.5万台普及（2016年度末）
・FCV：約1472台普及（2016年度末）
・水素ステーション：全国91箇所開所（2016年度末）

29.温室効果ガス排出量の算定・報告・公表制
度

－ － － － － － －

制度に基づいて対象となる事業者（※）の排出量情報の集
計・公表を実施した。
また、集計結果の迅速な公表のため、2015年度から運用
開始した報告書の電子受付システムについて、事業者へ
の周知徹底や円滑なシステム運用を行い、集計等に係る
作業の効率化を図った。

（※）2013年度排出量の集計結果（特定事業所排出者
12,467事業者、特定輸送排出者 1,358事業者分の結果）
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対策評価指標名 単位 2013
2016

(2015)
2020 2030

対策・施策の名称

対策評価指標 実績 見込み
対策評価指標の進捗

状況
対策・施策の進捗状況に関する評価

30.二国間オフセット・クレジット制度（ＪＣＭ） － － － － － － －

これまでに17か国とJCMに関する二国間文書を署名、120
件以上の温室効果ガス排出削減・吸収プロジェクトを実施
した。これらのプロジェクトによる累積の排出削減・吸収量
として、約700万t-CO2 を見込んでおり、着実に取組を進め
ている。
今後は、効率的で、費用対効果が高く、政府資金（補助金）
のみならず民間資金等様々な資金を活用してプロジェクト
を実施することによりJCMのスケールアップを図る。

31.税制のグリーン化に向けた対応及び地球温
暖化対策税の有効活用

－ － － － － － －

地球温暖化対策のための税（温対税）の税収を利用し、再
生可能エネルギーや省エネルギーの推進をはじめとする
エネルギー起源CO2排出抑制対策を着実に実施した。引
き続き、温対税の有効活用に取り組む。

32.国内排出量取引制度 － － － － － － －

排出量取引制度に関する国内外の動向、実績、効果等の
調査を実施し、産官学からなる「長期地球温暖化対策プ
ラットフォーム」において、経済成長と両立する持続可能な
地球温暖化対策の在り方について、排出量取引制度等の
カーボンプライシングを含め議論を行った。
今後も、2030年以降の長期の温室効果ガス削減に向け
て、国内排出量取引制度を含めたカーボンプライシングに
ついて、引きつづき慎重に検討を行っていく。

基盤的施策

33.地球温暖化対策技術開発と社会実装 － － － － － － －

環境エネルギー技術革新計画（平成25年9月13日総合化
学技術会議）に関連する技術開発予算として、再生可能エ
ネルギーや省エネルギー等の低コスト化、高効率化、長寿
命化等を実現するための技術開発等に必要な予算を確保
して実施した（2016年度予算：1540.6億円の内数）。
また、更なる排出削減に資するため、次世代パワーエレク
トロニクスや次世代蓄電池、セルロースナノファイバーに関
する技術開発にも取り組んだ。
さらに、2050年頃を見据えて世界全体で抜本的排出削減
を実現するため、有望な革新的技術を特定した「エネル
ギー・環境イノベーション戦略」の策定に向けた検討を実施
し、2016年4月19日に総合科学技術・イノベーション会議で
決定された。
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対策評価指標名 単位 2013
2016

(2015)
2020 2030

対策・施策の名称

対策評価指標 実績 見込み
対策評価指標の進捗

状況
対策・施策の進捗状況に関する評価

海外における温室効果ガスの排出削減等の推進と国際的連携の確保、国際協力の推進

34.パリ協定に関する対応 － － － － － － －

2016年４月にパリ協定に署名、11月に締結手続を完了。ま
た、パリ協定の実施指針等の策定に向けた交渉に参加し、
COP22においては、引き続き全ての国が参加する形で交
渉を行うこと、2018年までに実施指針等を策定することが
決定される等の進展があった。この採択の期限に間に合う
よう、今後も積極的に交渉に参加し、実施指針等の作成に
貢献していく。CTCN事務局には2016年度にのべ226百万
円の拠出を行った。また、TEC（技術執行委員会）、CTCN、
適応委員会等に我が国の専門家を委員として登録し、議
論に貢献した。今後も引き続き、委員の派遣や拠出等を通
じ、全ての国が着実にパリ協定の下で取組を進められるよ
う貢献する。

35.事業活動における環境への配慮・推移新等 － － － － － － －

「他部門への貢献」も含めた低炭素社会実行計画の取組
のフォローアップや、「グローバル・バリューチェーン貢献研
究会」における産業界の削減貢献量の見える化の検討に
よって、製品ライフサイクルやバリューチェーン全体を通じ
た排出削減について促進していくとともに、UNEPが主導す
るLCAデータベースの国際的なネットワーク化の検討への
参画（有識者の派遣）等を通じて、事業活動・製品のライフ
サイクル全体での環境影響配慮が適切に評価される環境
の整備を進めることで、環境に配慮した日本企業の事業活
動や製品が国内外で適切に評価されるよう、引き続き取組
を進めていく。

（再掲）二国間オフセット・クレジット制度 － － － － － － － －

36.産業界による取組 － － － － － － －

産業界の自主的取組である「低炭素社会実行計画」の中
で「国際貢献の推進」を取組の柱の１つに位置付け、我が
国の産業界による取組を通じた優れた技術の普及を推進
している。本計画は毎年、国の審議会（産業構造審議会
産業技術環境分科会 地球環境小委員会）において、業界
毎に専門家による評価・検証を実施して取組の推進を図っ
ており、2016年度は７つのワーキンググループにおいて、
各業界の取組について、2017年の秋冬頃にフォローアップ
を実施予定。今後も継続的な評価・検証を通じて業界の取
組を後押ししていく。

37.世界各国及び国際機関との協調的施策 － － － － － － －

地球温暖化問題解決の鍵であるイノベーションを促進する
ため、世界の産官学のリーダーが議論する知のプラット
フォームとして「Innovation for Cool Earth Forum (ICEF)」を
開催し、世界の先進的な知見の共有を図った。今後も本取
組を通じて地球温暖化問題解決のためのイノベーションの
加速を後押ししていく。
・2014年度（第1回）：約80カ国・地域から800名
・2015年度（第2回）：約70カ国・地域から1000名以上
・2016年度（第3回）：約80カ国・地域から1000名以上



2017年度
低炭素社会実行計画フォローアップの概要

経済産業省 産業技術環境局

資料4-2（別添）



低炭素社会実行計画の評価・検証について

 2016年5月に閣議決定された「地球温暖化対策計画」では、「産業界の中心的役割として引き続き事業者
による自主的取組を進める」こととしており、政府は「各業種により策定された低炭素社会実行計画及び2030
年に向けた低炭素社会実行計画に基づいて実施する取組について、関係審議会等による厳格かつ定期的な
評価・検証を実施する」としている。

 経済産業省所管41業種については、産業構造審議会産業技術環境分科会地球環境小委員会の7つの業
種別WG、環境省所管3業種については、中央環境審議会地球環境部会低炭素社会実行計画フォローアッ
プ専門委員会において評価・検証を実施。また、産構審と中環審相互に２名程度の委員も参加。

 各ＷＧ及び専門委員会でのフォローアップ結果は、「産業構造審議会地球環境小委員会・中央環境審議会
自主行動計画フォローアップ専門委員会合同会議」に報告するとともに、低炭素社会実行計画の評価・検証
の結果及び今後の課題等を整理することとしている。

1

2017年度評価・検証のスケジュール

（産業構造審議会 産業技術環境分科会 地球環境小委員会）
資源・エネルギーWG 【座長：工藤 拓毅 日本エネルギー経済研究所研究理事】 2017年12月12日
流通・サービスWG 【座長：鶴崎 敬大 住環境計画研究所研究所長】 2018年1月18日
電子・電機・産業機械等WG 【座長：秋元 圭吾 地球環境産業技術研究機構システム研究グループリーダー】 2018年1月29日
製紙・板硝子・セメント等WG 【座長：工藤 拓毅 日本エネルギー経済研究所研究理事】 2018年1月30日
鉄鋼WG 【座長：秋元 圭吾 地球環境産業技術研究機構システム研究グループリーダー】 2018年2月7日
化学・非鉄金属WG 【座長：橘川 武郎 東京理科大学大学院イノベーション研究科教授】 2018年2月14日
自動車・自動車部品・自動車車体WG 【座長：伊坪 徳宏 東京都市大学環境学部教授】 2018年2月26日

（中央環境審議会 地球環境部会）
低炭素社会実行計画フォローアップ専門委員会

【座長：大塚 直 早稲田大学大学院法務研究科・法学部教授】 2018年1月26日



2017年度低炭素社会実行計画レビューについて

 各業界は、削減目標の達成に向けて排出削減の着実な実施を図るため、PDCAサイクルの推進を
通じて、実行計画の不断の見直しを行っていくことが重要。

 また、世界全体での地球温暖化対策への貢献の観点から、低炭素製品・素材・サービス・インフラ・
技術等によって、各業界の事業分野に応じた取組による削減貢献を示していくべき。

 以上を踏まえ、各業界の低炭素社会実行計画における取組をフォローアップするにあたり、以下の
点について重点的にレビューを行った。

2

①2030年の削減目標
 これまでの実績や要因分析、今後の見通し、地球温暖化対策計画との整合性等に鑑み、自業界が
設定する目標指標・設定水準は妥当か。また目標設定の前提条件等は変化していないか。

②他部門貢献、海外貢献、革新的技術開発の充実化
 バリューチェーンにおける自業界の立ち位置を認識した上で、削減貢献につながる可能性のある他部
門への働きかけを棚卸しできているか。また、足元の削減実績の定量化を試みているか。

 自業界の製品・サービス・技術が海外で普及することによる定量的な評価はできているか。
 革新的技術・サービスの導入によって、自らの産業のみならず、社会や他産業にどのように波及し削減
効果をもたらすか等、2050年の長期も視野に入れた業界が描く将来像・ビジョンについても触れられ
ないか。

2017年度レビューの主な視点



各業界の進捗状況の概要（2016年度実績）

3

経済産業省41業種 2030年目標
2018年度に2030年目標の見直し

を実施・検討予定の業界

2016年度実績が目標水準を上回る 21業種

15業種2016年度実績が目標水準を下回るが、
基準年度比/BAU比で削減

20業種

目標達成に向けた進捗状況

他部門貢献・海外貢献・革新的技術開発

経済産業省41業種 リストアップ （うち定量化）
2017年度に新たに定量化を

実施した業界

他部門での貢献 38業種 25業種 日本ガス協会
日本鉱業協会
日本建設機械工業会
日本自動車工業会・日本自動車車体工業会
日本ガラスびん協会
日本ゴム工業会
日本百貨店協会
リース事業協会

海外での削減貢献 23業種 12業種

革新的技術の開発・導入 25業種 9業種
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